
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

（ N E D O ） 

 

環境報告書２ ０ ０ ９  



 

環境報告書２００９の発行にあたって 
 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ）は、平成１５年１０月に独立行政法人と

してスタートして以来、「成果を挙げるＮＥＤＯ」、「利用しやすいＮＥＤＯ」、「分かりやすく情報発

信するＮＥＤＯ」をスローガンとし、成果の最大化を目指し、出口が明確な技術開発への重点化、厳

格な評価と計画への反映、大胆な制度改善に取り組んでまいりました。 

 

今日、世界は原油・希少金属資源の価格高騰、食糧不足の深刻化、地球温暖化など、長期的かつ困

難な幾多の問題に直面している一方、昨年のリーマンショックにより、我が国を含む全世界の経済が

危機に陥るなど不安定要因が顕在化しております。このような中、例えば米国オバマ政権下では、経

済回復とエネルギー環境問題の同時解決を狙った「グリーンニューディール」といわれる一連の政策

が遂行されるなど、世界各国の政策競争も本格化しております。 

 

こうした環境の変化に対応しつつ、ＮＥＤＯとしては、平成２０年度から始まった第２期中期計画

において、エネルギー・地球環境問題に、技術を核として積極的に対応しております。この成果とし

て、例えば、昨年の洞爺湖サミットでの「ゼロエミッションハウス」の展示や、家庭用燃料電池の開

発・実用化など、幾多の実績を挙げてきております。 

 

エネルギー・地球環境対策の展開に際しては、国際社会や世界市場を念頭に戦略を構築していかな

ければなりません。そのような観点から、欧州の政府機関との協力体制を構築するとともに、スマー

トグリッドに関する日米共同の研究事業を開始するなど、具体的な案件を組成して推進してまいりま

す。 

 

こうしたエネルギー環境問題の解決に向けた事業の成果並びにＮＥＤＯの環境配慮に向けた取組

状況について取り纏め、環境報告書２００９としてここにご報告いたします。 

 

 

 

平成２１年９月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理事長   村 田  成 二     
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編 集 方 針 
 
 

 

「環境報告書２００９」は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ）

における第４回目の環境報告書として、２００８年度のデータを中心に報告します。 

本報告書は、環境配慮活動の概要を取りまとめ、国民の方々に分かりやすく情報開示をするととも

に、自らも今後の取組の更なる向上に役立てることを目的としています。 

 

報告対象範囲：神奈川県川崎市にある本部を中心として報告いたします。 

 

報告対象期間：２００８年４月～２００９年３月 

 

報告対象分野：報告対象範囲における環境研究活動、環境に配慮した取組、職場環境並びに労

働安全衛生活動を対象とします。 

 

参考にしたガイドラインなど： 

       「環境報告ガイドライン(2007 年度版)～持続可能な社会をめざして」（環境省） 

       「環境報告書の記載事項等の手引き（第2 版）」（環境省） 

        

次回発行予定：２０１０年９月を予定 

 

作成部署及び連絡先： 

        独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 総務企画部総務課 

        〒212-8554  

神奈川県川崎市幸区大宮町1310 ミューザ川崎セントラルタワー 17 階 

           電話：044－520－5100  FAX：044－520－5103 

 

本報告書に関するご意見、ご質問は上記までお願いいたします。 

 

なお、資源の節約のため、報告書の入手希望者には、ＮＥＤＯのホームページからダウンロー

ドしていただくことを基本とします。 

 

       ＮＥＤＯホームページ 

       http://www.nedo.go.jp/ 
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ＮＥＤＯとは 
 

 

ＮＥＤＯは、日本最大の中核的な研究開発実施機関として、日本の産業技術とエネルギー・環境技

術の研究開発及びその普及を推進しています。 

 

ミッション 
 ○ 産業競争力の強化 
    我が国産業競争力の源泉となる産業技術について、将来の産業において核となる技術シーズ

の発掘、産業競争力の基盤となるような中長期プロジェクト及び実用化のための研究開発を、

産学官の総力を結集して高度なマネジメント機能を発揮して実施することにより、新技術の市

場化に貢献してまいります。 

 

 ○ エネルギー・地球環境問題の解決 
    新エネルギー・省エネルギー及び環境技術の開発・実証・導入普及業務を積極的に展開する

ことにより、環境技術等の利用拡大と更なる省エネルギーを推進し、さらに、国内事業で得ら

れた知見を基に、エネルギーの安定供給と地球環境問題の解決に貢献してまいります。 

 

 

業務の概要 
   産業技術開発関連業務 
     第３次科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）において重点分野とされたライフサ

イエンス、情報通信 、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、ものづくり技術等の

基本的な政策に基づく分野について、日本の産業競争力強化へつながるテーマを実施し、併

せて、エコイノベーションの実現を意識し、他の機関にはない機構の特徴とこれまでの業績

を明確に意識、検証しつつ業務実施しています。 

 

   新エネルギー・省エネルギー関連業務等 
     我が国産業競争力の強化を果たしつつ我が国のエネルギー安定供給確保と地球温暖化問

題の課題解決に貢献するとともに、アジア地域をはじめとする世界のエネルギー・環境問題

の適切な貢献を果たしていくことを念頭に置き、我が国の新エネルギー・省エネルギーの２

０１０年度目標及び京都議定書目標達成計画の達成のための短期対策を加速的に実施する

こと及び２０３０年度を目処とした我が国エネルギー戦略の達成や地球温暖化対策の究極

の目的達成に貢献することを視野に入れた中長期対策を着実に実施するため、新エネルギ

ー・省エネルギーにおける政府として重点的に取り組むべき分野の技術開発、実証試験及び

導入普及の各業務、石炭資源開発業務等を戦略的・重点的に推進します。 

 

   京都メカニズムクレジット取得事業 
      我が国が京都議定書目標達成計画に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標達成

に向けて、国内対策を基本として国民各界各層が最大限努力してもなお京都議定書の約束達

成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジットの取得及び政

府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施します。 
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沿革 

   １９８０年１０月 石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律の制定に伴い、特

殊法人「新エネルギー総合開発機構」として設立される 

１９８８年１０月 産業技術研究開発業務が追加され、名称が「新エネルギー・産業技術総合

開発機構」に改められる 

２００２年１２月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法が成立、公布される 

２００３年１０月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構として設立される 

 

人員 
   職員数 約１，０００名（２００９年８月３１日現在） 

 

予算 
   約２，３４７億円（２００９年度） 

 

組織 
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環境配慮の基本的な考え方 

 

ＮＥＤＯは、世界中で関心が高まっている地球温暖化問題をはじめとした環境問題、エネルギー問

題に対し、事業の面から、そして自らの行動においても積極的に取り組んでまいります。 

 

ＮＥＤＯは、二酸化炭素（CO2）など６種類の温暖化ガスについて先進国の排出削減目標を定めた

京都議定書において、日本政府が世界に約束した２００８～２０１２年の間に、９０年比▲６％とい

う目標を達成できるよう、新しい環境技術、省エネ技術及び新エネ技術の研究開発とそれらの普及と

いう、技術イノベーションを通じて貢献してまいります。 

 

 また、日本の京都議定書目標達成計画において、上記９０年比▲６％のうち１．６％分は海外から

クレジットを調達することなどにより達成することとしており、ＮＥＤＯは、国（経済産業省・環境

省）からの委託を受け、海外の排出クレジットの調達を実施してまいります。 

 

ＮＥＤＯは、自らも、温室効果ガスの排出抑制に積極的に取り組み、京都議定書の目標達成に貢献

してまいります。ＮＥＤＯは、オフィスフロアで消費する電気使用量の削減などにより温室効果ガス

排出削減に取り組んでまいります。 

 

ＮＥＤＯは、また、物品やサービスを購入する場合も、できる限り環境への負荷の少ないものを購

入するというグリーン調達を進めてまいります。 

 

ＮＥＤＯは、研究成果をわかりやすく発信してまいります。最新の環境技術、エネルギー技術に関

する展示会やセミナーの開催、小学生や教師に対する教材の提供やコンクールの実施、図解した分か

りやすい資料や情報の提供等を通じ、環境問題の啓蒙普及活動に積極的に取り組んでまいります。 

 

ＮＥＤＯは、その他、紙の使用量の削減、ごみの分別収集、安全衛生活動等についても積極的に取

り組んでまいります。 
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事業トピックス 

 

イベント 

１．北海道洞爺湖サミットに近未来型エコ住宅『ゼロエミッションハウス』

を設置 

  地球温暖化を防止するとともに、持続可能な社会の実現に向けた卓越した、ものづくりの技術が

日本には多く存在しています。 

  ＮＥＤＯでは、平成２０年７月に開催された北海道洞爺湖サミットを契機に、７月５日（土）～

１０日（木）の間、我が国の優れた「新エネルギー技術」「省エネルギー技術」「環境技術」を国内

外のマスコミ関係者等に発信するため、太陽光発電、燃料電池、有機ＥＬ照明等の先端技術を備え

た近未来型エコ住宅『ゼロエミッションハウス』を設置し、展示を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＮＥＤＯの研究開発成果の展示 

 ～概要～ 

［公開期間］ 

７月５日（土）～１０日（木） 

［展示場所］ 

北海道洞爺湖サミット国際メディア

センター隣地（北海道虻田郡留寿都村

字泉川１３番地ルスツリゾート内） 

［敷地面積］ 

約２８０㎡（住居側約２００㎡、足湯

側約８０㎡） 
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来場者の主な反応 

  公開期間中に国内外のマスコミ関係者約１，０００名に来場していただいた他、サミット参加国

ＶＩＰにもご視察いただくなど、我が国の先端のエネルギー・環境技術に対し国内外から高い注目

を集めました。 

＜来場者の主な反応＞ 

■ 最先端のエネルギー・環境技術を、「ゼロエミッションハウス」という形で展示したことは非

常に有意義であり、これらの技術により、地球温暖化の防止が可能であると実感しました。 

■ ゼロエミッションハウスの技術を、本国でも紹介したいと思いました。 

■ 技術も大切ですが、同時に使う側の意識改革をしていく必要があると思います。 

■ 単なる技術の展示でなく、「家」という形で表現することにより、「暮らし」の中で、快適性

と環境配慮の両立が可能であることを目に見える形で実感することができました。 

 

＜来場者アンケート結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  上記アンケート結果に見られるように、ＮＥＤＯ成果をはじめとする我が国の優れたエネルギ

ー・環境技術を、国内外のマスコミ関係者等に対して「家」という分かり易い型でＰＲしたことは、

有効であったと考えております。 

 

 ゼロエミッションハウスの一般公開 

  サミット終了後、ゼロエミッションハウスはルスツリゾート内から撤去し、「茨城県次世代エネルギーパー

ク」事業の見学施設として、茨城県古河市（積水ハウス株式会社関東工場内）に移設され、平成20 年11

月から広く一般に公開されております。 

■質問項目①： 

最先端のエネルギー・環境技術を、「ゼロエミッ

ションハウス」という形で展示したことは有意義

と思いますか？ 

 

■質問項目②： 

ゼロエミッションハウス内の技術により、地球温

暖化の防止と、快適な生活の両方を実現することが

可能だと思いますか？ 

■質問項目③： 

最先端のエネルギー・環境技術を、「ゼロエミッシ

ョンハウス」という形で展示したことは有意義と思

いますか？ 
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研究開発関連 

１．次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術研究開発 

今日の全世界のテレビ市場規模は年間２億台以上と予測されています。特に液晶ディスプレイの需

要は年々増加しており、今後テレビ産業を支える重要な柱となっています。また、液晶ディスプレイ

の性能・精細度の向上や薄型化、画面サイズの大型化が日々進んでいます。 

 一方、これに伴いテレビ１台当たりの消費電力も増加傾向にあり、電力エネルギーの大幅な増加が

懸念されています。 

 この課題の抜本的な解決に向けて、視覚特性を考慮した人に優しい好
．
画質かつ低消費電力型のディ

スプレイの開発を目指し、製造装置・プロセス技術の開発、画像表示技術の開発ならびに高効率部材

の開発を実施し、消費電力を５０％以上削減する見通しを得ました。これら研究開発成果を踏まえて

設計指針を導出することで、「人に優しいディスプレイ」の実現に加え、液晶テレビの省エネ化によ

る地球温暖化ガス排出量削減が可能となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．高性能、高機能真空断熱材の実証研究 

家庭にある冷蔵庫や電気ポットの家電製品や自動販売機などに使用されている断熱材は、断熱性能

が高いほど、保温のためにヒーターに通電される時間が短時間で済むことから、省エネルギー化に貢

献します。 

ＮＥＤＯでは、従来の断熱材に比べ、その性能が飛躍的に高い真空断熱材を様々な機器に適用でき

るようにすること、また、真空断熱材の適用による省エネルギー化を実現することを目的とし、平成

１５年度から高性能、高機能真空断熱材の研究開発を実施しました。この成果は、平成１８年度に省

エネルギー大賞を受賞しました。さらにその後、この高性能な真空断熱材を住宅へ活用するため、平

成１７年度から高性能、高機能真空断熱材の実証研究を実施しました。この住宅用の断熱材は、ブイ

パックボード硬質ウレタンフォームに真空断熱材を組み合わせることで従来に比べ断熱性能を２５％

向上させることに成功しました。 

この結果、住宅の冷暖房に使われるエネルギーが節約でき、環境負荷が低減されます。この真空断

熱材は、平成２０年７月に北海道で行われた洞爺湖サミットのゼロエミッションハウスにも採用され

注目を集めました。その後、平成２１年３月から「ハイブリッド断熱ボード」として商品化されてい

ます。住宅用の高性能断熱材として今後の普及が期待されています。 
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３．革新的次世代低公害車総合技術開発 

現在のガソリン自動車の排出ガス中に含まれる窒素酸化物などの濃度は、大気レベルと同等と見な

されていますが、ディーゼル自動車は未だ課題が残っています。ついては、ディーゼル自動車の排出

ガスに含まれる窒素酸化物などを未対策車の1/100 レベルにして都市環境問題を解決し、さらにCO2

の排出量を削減して地球環境問題に寄与するため、ＮＥＤＯでは、「革新的次世代低公害車総合技術

開発」（平成１６年度～２０年度）を実施しました。これは、(1)２０１０年代の半ば頃を目途に導入

検討されている世界で最も厳しい排出ガス性能の目標値を先取りすること、(2)ディーゼル自動車の燃

費を将来の基準、すなわち２０１５年燃費基準より乗用車では２０％、大型車では１０％向上させる

ことによって、２０１５年以降のCO2の排出量をそれぞれ２０％及び１０％削減することを目指して

います。(1)及び(2)の目標値を達成するため、①燃焼技術、②燃料技術、③排出ガス触媒などの後処

理技術、④排出ガスの健康影響評価および大気環境予測の４分野に産学官の連携で取り組みました。

この結果、世界をリードする目標を達成したと同時に、環境負荷の低減及び健康への影響がほとんど

ない技術を確立することが出来ました。 

この成果を用いることにより、２０２０年に当該プロジェクトでの開発車両を全て導入すれば、自

動車からの窒素酸化物の排出量は６２％低減できるというシミュレーション結果が得られており、今

後の環境改善に有効な手段として期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ハイブリッド断熱ボード施工風景       ハイブリッド断熱ボード（断面図） 

健康影響評価

大気質予測

クリーン
ディーゼル

による
環境改善
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４．家庭用燃料電池の開発 

燃料電池は、CO2排出抑制やNOx（窒素酸化物）、SOx（硫黄酸化物）等の有害物質削減等、地球

環境問題解決の鍵となる革新技術であり、NEDO ではこの革新技術を開発・実用化させるため、家庭

用燃料電池コージェネレーションシステム「エネファーム」（以下、「エネファーム」）についての

基礎研究、実用化に向けた技術開発、さらに実証研究までを一体的に取り組んできました。 

これらの成果により、平成２１年５月から、「エネファーム」が世界に先駆けて商用化されました。

「エネファーム」は、都市ガス、LP ガス、灯油などの燃料から水素を取り出し、これを空気中の酸

素と反応させることで発電させるシステムです。発電時の排熱が給湯にも利用できることから、従来

に比べ最大約４割のCO2を削減することができます。 

 ＮＥＤＯは、今後もさらなるコスト低減を目指して、水素の純度が低くても耐性のある触媒の開発

など、実用化を加速させるためにいくつかのプロジェクトに取り組んでまいります。また、ＮＥＤＯ

の成果をふまえ家庭への導入促進のため、平成２１年度から経済産業省にて導入支援事業が開始され、

これにより、水素を利用した製品の第一号が商用化し、水素社会の実現に向けて大きく貢献していま

す。 

 

 

NEDO「定置用燃料電池大規模実証研究事業」参加メーカ  
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新エネ・省エネ導入普及関連 

１．導入促進関連事業による CO2削減貢献量 

日本では、京都議定書において約束した温室効果ガスを２０１２年までに、－６％（９０年比）ま

で削減するという目標を達成すべく様々な取組みを行っているところですが、ＮＥＤＯも導入普及事

業や京都メカニズムクレジット取得事業等を通して、目標達成に貢献しています。 

ＮＥＤＯでは、代替フロン等３ガス（ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン

（PFC）類、六フッ化硫黄（SF6））を使用する全ての分野・業種を対象に、その排出抑制設備の適

用等に係る技術開発を行う「地域地球温暖化防止支援事業」により１６０万トン、また事業者等の省

エネルギー設備、技術の導入を補助する「エネルギー使用合理化事業者支援事業」により１２７万ト

ン等、平成２０年度は新たに３１５万トンのCO2削減効果をあげました。 

これにより、第１期中期目標期間の導入普及業務の実績を含めて１，２２０万トンのCO2削減効果

をあげています。これは、削減目標－６％（７，５００万トン／年）の約１６％に相当します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、我が国では京都議定書に基づく６％の排出削減を達成するため、国内での排出削減対策で最

大限の努力を行ってもなお不足すると見込まれる1．6％相当分（5 年間でCO2換算約1 億トン）につ

いて京都メカニズムの活用により対応することとしています。 

ＮＥＤＯでは政府から委託を受け、京都メカニズムを活用したクレジット取得を行う「京都メカニ

ズムクレジット取得事業」を推進し、平成２０年度までにCO2換算で総計９，５１０万トン分の契約

量を達成しました。これは、政府取得目標（約１億トン）の９５％に相当します。 
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温室効果ガス排出抑制の取組 

 

 

温室効果ガス排出抑制等のための実施計画 

  「京都議定書目標達成計画」及び「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等

のため実行すべき措置について定める計画」に基づき、ＮＥＤＯにおける温室効果ガスの排出抑制

等のための実施計画を平成１９年７月２日に策定し、公表しました。 

  http://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/kankyou/onshitu_jisshi_h19.pdf 

 

＜計画の内容＞ 

  Ⅰ．対象となる事務及び事業 

    ＮＥＤＯ（本部、支部等）が主として行う事務及び事業 

 

  Ⅱ．対象期間 

    平成１９年度から平成２４年度まで。その実施の状況、技術の進歩等を踏まえ、必要に応じ、見

直しを図る。 

 

  Ⅲ．目標 

    平成１８年度比で平成２４年度までにＮＥＤＯの事務及び事業に伴い直接的に排出される温室効

果ガスの総排出量を概ね６％削減する。 

 

  Ⅳ．事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの排出実態 

    当該計画期間中、毎年度、ＮＥＤＯの事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの総排出量の

推計を行い、環境報告書にて公表する。 

 

  Ⅴ．具体的な措置の内容 

   １．財やサービスの購入・使用に当たっての配慮 

    （１）低公害車の導入 

    （２）自動車の効率的利用 

    （３）エネルギー消費効率の高い機器の導入 

    （４）用紙類の使用量の削減 

    （５）再生紙などの再生品や木材の活用 

    （６）ＨＦＣの代替物質を使用した製品等の購入・使用の促進等 

   ２．建築物の建築、管理等に当たっての配慮 

    （１）冷暖房の適正な温度管理 

   ３．その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮 

    （１）エネルギー使用量の抑制 

    （２）ごみの分別 

    （３）廃棄物の減量 

   ４．職員に対する研修等 

    （１）職員に対する地球温暖化対策に関する研修の機会の提供、情報提供 
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（温室効果ガス排出削減計画） 

平成１８年度 平成２４年度目標

（単位） （１８年度比）

機構車燃料 kg-CO2 61,428

施設のエネルギー使用 kg-CO2 1,199,367

電気 kg-CO2 888,186

（電気使用量） kWh 2,401,633

2,202,000kWh
は0.368

38,397kWh
は0.502

39,444kWh
は0.358

121,792kWh
は0.365

電気以外 kg-CO2 311,181

その他 kg-CO2 0

合　計　（暫定値） kg-CO2 1,260,796 1,185,147　（-6%）

合　計　（確定値）　（注） kg-CO2 894,390 　840,727　（-6%）

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構温室効果ガス排出削減計画

（電気の排出係数） kg-CO2/kWh

 
（注）平成１９年７月２日、実施計画において公表した平成１８年度排出量 1,260,796kg-CO2 について、以下の変更を行う

ことにより、確定値として894,390kg-CO2に変更しました。その結果、平成２４年度の目標は、840,727kg-CO2になります。 

○ 電気の使用に係る温室効果ガス排出係数について、平成１７年度の電気事業者別排出係数を、平成１８年度の電気事業

者別排出係数（平成１９年９月２７日経済産業省・環境省告示第８号）に更新して推計しました。 

○ ＮＥＤＯ技術開発機構が入居するＭＵＺＡ川崎セントラルタワー等の共益費部分（空調用電気、保安照明用電気及び熱）

の床面積相当分の排出量を計上していましたが、この部分のエネルギー管理権限を有するオーナー側の排出量として国に

報告されているため除外しました。 

○ ＮＥＤＯ技術開発機構の白金台研修センター、桜新町倉庫、篠栗倉庫等に係る正確な排出量が把握できたため、それら

排出量を追加しました。 
 

実施計画の推進体制 

  温室効果ガス排出抑制等のための実施計画の策定・評価・点検は、総務部において実施し、各事

業部等への周知徹底、意識の醸成等を推進しております。また、毎年度本計画の実施状況について、

自主的に点検を行うとともに、必要に応じ、本計画の見直しを図ってまいります。 

なお、本部オフィスのグリーン調達や省エネルギー活動等は、資産管理部より各部室へ周知促進

を図っています。 
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平成１９年度の排出量の更新（確定値） 
 

平成２０年６月２３日のＮＥＤＯＨＰ及び「環境報告

書２００８」において公表した平成１９年度の総排出量

912,246kg-CO2（暫定値）について、以下の変更を行う

ことにより、確定値として1,107,043kg-CO2に変更しまし

た。  

○ 電気の使用に係る温室効果ガス排出係数について、

平成１８年度の電気事業者別排出係数を、平成１９年

度の電気事業者別排出係数（平成２０年１２月１９日

経済産業省・環境省告示第８号）に更新して推計しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度の排出量（暫定値） 
平成２０年度のＮＥＤＯの温室効果ガス排出量につ

いて、平成２０年度の電気事業者別排出係数は公表され

ていないため、暫定的に平成１９年度の電気事業者別排

出係数を用いて推計した結果、991,820kg-CO2でした。 

本部執務室の省エネの徹底及び照明照度の調整等に

よる55,022kg-CO2の削減で前年度比１１．６％削減を達

成するなど、エネルギー使用量では基準年度比７．５％

の削減を達成しました。（他方、平成１９年度の電気事

業者別排出係数が基準年度（１８年度）比２５％増（※

本部において）となったため、CO2換算では基準年度比

１０．９％増となっております。）  

なお、平成２０年度の温室効果ガス排出量は、今後

公表されることになる平成２０年度の電気事業者別

排出係数を用いて、平成２１年度の温室効果ガス排出量

の推計を行う際に確定値を推計し公表する予定です。 

 

 

 

 

 

今後の取組 
実施計画に掲げた平成２４年度までに平成１８年度比６％削減するという目標の達成に向け、役

職員の残業時間の抑制、ペーパーレス、空調温度及び照明度の適正化等に更に徹底的に取り組んで

まいります。 

 

20年度温室効果ガス排出量 

排出源別構成比 

※小数点以下を四捨五入しているため、端数にお

いて合計値と必ずしも合致しない。 

電気

ガス 自動車

927t-CO2、93.5%

44t-CO2、4.4%21t-CO2、

2.1%

19年度温室効果ガス排出量 

排出源別構成比 
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グリーン調達 
 

グリーン調達への取組 

ＮＥＤＯは、平成１３年４月に施行された「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」

に基づき、製品やサービスの購入に際し、できる限り環境への負荷の少ない物品等を優先して選ぶグ

リーン調達を進めています。 

また、グリーン調達を推進するため、「環境物品等の調達の推進を図るための調達方針」（以下「調

達方針」という。）を毎年策定し公表しています。 

平成２０年度調達方針 http://www.nedo.go.jp/informations/koubo/choutatu/houshin/h20/index.html 

 

 

調達の目標 

○特定調達物品 

特定調達物品は、原則として、調達方針に則し、品目毎に判断の基準を満たす物品を調達します。 

○特定調達物品以外のその他環境物品等 

その他の環境物品については、品目に応じてエコマーク或いはグリーンマークの認定を受けてい

る製品またはこれと同等のものを調達するように努めます。 

ＯＡ機器、家電製品の調達に際しては、より消費電力が小さく、かつ再生材料を多く使用してい

るものを選択します。  

基本方針に定める判断基準を満たすことにとどまらず、できる限り環境負荷の少ない物品の調達

に努めます。 

 

推進体制 

ＮＥＤＯにおいて、資産管理部担当

理事を本部長とし、本部員（本部総務

企画部長、経理部長、資産管理部長、

各支部総務部長）で構成される「グリ

ーン調達推進本部」を設けて、グリーン

調達の推進を図っています。 
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２００８年度の実績 

２００８年度に調達した特定調達品実績は、環境省へ報告すると同時に、ＮＥＤＯのホームページ

でも公表しています。 

 http://www.nedo.go.jp/informations/koubo/choutatu/jisseki/20/index.html 

 

 

２００８年度に調達した主な特定調達品は、表１の通りです。 

 

分野 品目 目標値  総調達量  
特定調達物品の 

調達量 
目標達成率  

紙類 コピー用紙 100 % 43,329.8 kg 43,329.8 kg 100 %

 印刷用紙（カラー用紙） 100 % 551,6 kg 551,6 kg 100 %

文具類 ボールペン 100 % 1660 本 1660 本 100 %

 マーキングペン 100 % 2622 本 2622 本 100 %

 ファイル 100 % 14,924 冊 14,924 冊 100 %

 事務用封筒（紙製） 100 % 6,000 枚 6,000 枚 100 %

 ノート 100 % 1,135 冊 1,135 冊 100 %

  付箋紙 100 % 6,274 個 6,274 個 100 %

機器類 棚 100 % 2 連 2 連 100 %

 収納用什器（棚以外） 100 % 163 台 163 台 100 %

  ローパーティション 100 % 3 台 3 台 100 %

ＯＡ機器 

コピー機等 

リース・レンタル（新規） 100 % 15 台 14 台 100 % 

 リース・レンタル（継続）    23 台 21 台    

家電製品 

テレビジョン 

受信機 

購入 

100 %

1 台 1 台 

100 %

 リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 

  リース・レンタル（継続）    0 台 0 台    

自動車等 

一般公用車 

購入 

100 %

1 台 1 台 

100 %

 リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 

  リース・レンタル（継続）    1 台 1 台    

制服・作業服 作業服 100 % 68 着 68 着 100 %

役務 印刷 100 % 300 件 300 件 100 %
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社会とのコミュニケーション 
 

ＮＥＤＯは、一般の方々を対象として、研究成果を分かりやすく発信するよう努めています。 

 

 

常設展示 

 東京都千代田区北の丸公園内の科学技術館４ＦのＮＥＤＯ展

示室では、子供達（小学校高学年）を対象に、ゲーム感覚でエネ

ルギー環境問題に関する勉強できるコーナーやＮＥＤＯの研究

成果に触れることができる展示を行っています。平成２０年度の

入場者は年間約４５万人です。 

 

 

 

期間展示（ＴＥＰＩＡ） 

日本の先端技術とその成果である製品を展示する体験型展

示館のＴＥＰＩＡにて、「技術戦略マップ」で描かれる未来社

会像を表現した体験型模型を展示しています。 

 

 

 

 

 

 

研究成果の発信（展示会、シンポジウム開催など） 

 「第4 回新エネルギー世界展示会」への出展 

   地球環境保全に貢献する新たな社会・新たな産業を広げる

ことを目的とした「エネルギー世界展示会」にＮＥＤＯは共

催団体として参加しました。４回目の参加となる今年度は、

太陽光発電、風力発電、バイオマス利用、燃料電池、蓄電池

などの新エネルギーに関する技術開発の事例や取り組みを

紹介しました。 

 

 「エコプロダクツ２００８」への出展 

   企業・団体、ＮＧＯ・ＮＰＯ、行政・自治体、大学・研究機関、そして一般の生活者など、さ

まざまな立場の人々が参加する日本最大級の環境展示会へ出展しました。ＮＥＤＯが実施する

様々な環境技術の中から、光触媒、蓄電池、小型風力発電などを紹介しました。 
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 「グリーンＩＴ国際シンポジウム」の開催 

   IT 機器自身の省エネと IT・エレクトロニクス技術による

経済・社会活動の変革、これを通した地球温暖化対策をよ

り具体化するために設立された産官学パートナーシップ

「グリーンIT 推進協議会」との共催で「グリーンＩＴ国際

シンポジウム」を開催し、国内IT ベンダー・研究機関とIT・

エレクトロニクスを利用するユーザの双方の観点から、環

境調和型の社会実現についてなど活発な議論を行いました。 

 

 

 

 「ポリュテック２００８」への出展 

   欧州最大級の国際環境・エネルギー総合展示会「Pollutec」

において、ＮＥＤＯの実施する新エネ・省エネ・環境技術

の中から、自動車用リチウム電池、高効率ヒートポンプ式

暖房給湯機、有機ＥＬ照明、ノンフロン冷凍・空調など、

実用化間近のもの・製品化されたものを中心に出展しまし

た。 

 

 

 

 

小中学生、親子、教師向けの啓発普及活動 

 小学生新聞への記事掲載と親子見学会 

小学生新聞にＮＥＤＯの事業を紹介する記事を３回に渡

って連載しました。小学生が豆記者となり太陽光発電を取

材する企画やバイオマス見学会を企画し、実際にＮＥＤＯ

の実証試験サイトを訪問する機会を提供しました。 

 

 

 

 

 親子で参加できる科学教室を開催 

国立科学博物館と共催し、親子で参加できる科学教室を

２回実施しました。1 回目は地球温暖化と太陽エネルギー、

2 回目はナノテクノロジーをテーマとし、子どもたちに工作

や実験を指導する一方で、保護者向けにも生活にまつわる

内容で講演会を行い、保護者層にも普及啓発を行いました。 
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 「太陽電池工作コンクール」の開催 

太陽電池を小・中学校の教育現場に提供し、太陽電池を

利用した工作物の制作を通じて、エネルギー・環境問題に

対する理解と関心を促すことを目的とした「太陽電池コン

クール 」を開催しました。２０回目を迎えた２０年度は、

２０周年記念特別展も開催し、第１回目からの開催の歴史

や受賞作品を紹介しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 中高生の訪問受け入れ 

環境や新エネルギーなどについて勉強する中学生や高校

生を受け入れ、最新の日本のプロジェクトの情報や世界の

情勢などを詳しく紹介しました。また、職場体験訪問も受

け入れ、ＮＥＤＯの役割や技術開発プロジェクトの仕事に

関して体験してもらいました。 

 

 

地域社会への貢献 

 「川崎国際環境技術展」を共催 

  川崎市の環境への取り組みや国内外の企業の有する優

れた環境技術等の情報を川崎の地から広く国内外へ発信

し、世界に誇れる環境技術・製品等を有する企業と国内外

の企業等とのビジネスマッチングの場を提供することを

目的に、川崎市や関連機関と共同で「川崎国際環境技術展」

を開催しました。ＮＥＤＯからは、エネルギー・環境技術

に関する研究成果を展示し、地球温暖化に対する取り組み

を紹介しました。 

 

 「かわさきサイエンスチャレンジ」へ参加 

「かわさきサイエンスチャレンジ」に参加し、体験型の

ゲームやクイズで子どもたちに新エネルギーを楽しく学

習してもらうコーナーを提供しました。 
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その他の取組 
 

ＮＥＤＯ内におけるエネルギー使用量の抑制 

エネルギー使用量の抑制を図るため、下記の事項を実施しています。 

・昼休み時間の消灯 

・未使用時のOA 機器の電源OFF の励行 

・一斉退社日の励行（放送による呼びかけと見回り） 
 

 

紙の使用量削減 

紙の使用量削減を目指して下記の事項を実施してきたところ、前年度比で大幅な削減となりました。

今後も以下取組を通して、紙の使用量削減に努めます。 

・両面印刷、両面コピーの励行 

・使用済み用紙を再利用 

・会議資料等、作成資料の簡素化の徹底 

・印刷物発注等の際の原稿のPDＦ化 

・複数ページ印刷 

・回覧等可能な限りメール、イントラネットで周知し、ペーパーレス化を推進 

・ペーパーレス会議室の設置 

 
 

 

ゴミ分別の徹底 
各階のリフレッシュコーナーに、分別回収容器類（可燃物、

不燃物、缶、ビン、ペットボトル）を設置し、資産管理部に

よる見回りを実施しています。 

使用済みテプラカートリッジなどリサイクル可能なもの

を回収し、リサイクルに向けて、製品の長期使用を推進して

います。 
 

 

クールビズ 

地球温暖化対策及び省エネルギー対策の一環として各部 

室内に周知を図り、夏季の軽装を励行しました。 

また、ＮＥＤＯの役職員のみならず、来構者の方々へも 

ご案内し、協力を呼びかけました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リフレッシュコーナーに設置しているゴミ分別容器類 
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安全衛生活動～快適な職場環境づくり～ 

快適な職場環境づくりのため、職員の健康維持・促進を推進及び緊急事態対応において、次の活動

を実施しています。 

 

(1)衛生委員会(労働時間等設定改善委員会)の活動 

衛生委員会を設置し、職員の災害防止と健康障害を防止するための調査・審議を行うとともに、当該

委員会を労働時間等設定改善委員会とみなし、勤務時間及び職場環境の整備に向けた改善策や新型イン

フルエンザﾞ対策についても検討する活動を定例で行っています。 

 

(2)健康管理の取組 

① 職員自らが何時でも測定できるよう血圧計を設置し、体調

管理に役立てています。 

② 5 月～7 月（前期）、10 月～12 月（後期）にかけて生活習

慣病（成人病）検診を実施し、職員の健康障害や疾病の早

期発見に努めています。また、健保組合加入者対象の人間

ドックも年間を通じて積極的に実施しています。 

③ 産業医による面談を行い、健康相談やメンタルに関する相

談を実施しています。また、健康診断実施後に健診結果を基に健康に関する指導を行っています。 

④ 新型インフルエンザﾞの職員への予防策として、うがい・手洗いの徹底、マスクの備蓄、消毒用ア

ルコールの使用等の周知徹底を図っています。また、感染拡大防止に向けた行動計画を策定し、危

機管理体制を再整備しました。 

 

(3)メンタルヘルスケアの取組 

厚生労働省より「職場におけるこころの健康づくり」の指針が発表されて以来、メンタルヘルス対

策に注目して職員の「こころの健康」をサポートするべく、職場とは切り離された専門家のアドバイ

スを受け、必要に応じてカウンセラーによるカウンセリング、電話相談、ＷＥＢ（専用ホームページ）

を利用してメンタルヘルスサービスを行う会社との契約を締結しています。 

また、産業カウンセラーによる一般職員に対するストレスケアセミナーの開催でのセルフケア知識

の習得や管理職へのラインケア研修などを実施してメンタルケア体制を整えています。 

 

(4)セクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた取組  

職場内におけるセクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメント等のハラスメントを防止する

ため、これらハラスメントの防止に関する研修を定期的に実施しています。 

また、19 年度から人事部にハラスメントの相談窓口を設置し、男性職員３名、女性職員4 名が随時

相談を受け付ける体制をとっています。 

 

(5)救命救急対策  

職員等の緊急事態に備えるため、救命救急器具である「Ａ

ＥＤ」をオフィス内３ケ所に導入するとともに、実際の操作

方法等について、職員向けに研修を行っています。 



 

 21

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

（避難経路図）                 （非常口の避難経路表示）  

 

 

 

 

 

 

 

 

               

 

（緊急破壊具入れ）                 （非常用装備品） 

 (6)分煙への取組 

ＮＥＤＯ事務所内において、職場における受動喫煙を防止するため、職員専用の喫煙室を設け「分

煙方式」をとり、所定の喫煙室以外での喫煙を終日禁煙としています 

 

(7)防災の取組 

ＮＥＤＯ本部においては、フロア各所に防火責任者及び火元責任者を置き、火元管理に努めるとと

もに、防火管理者が毎週各フロアを巡回し火元等の点検を行っています。併せて、自衛消防隊の編成

やマニュアルの整備、研修等の実施を行うなどの対策も行っています。 

設備面では、職員が安全かつ迅速に避難できるよう、非常口各所に避難経路の表示パネル及び破壊

具を設置しています。 

また、３月に、ビル全体で実施される防災訓練において、ＮＥＤＯの自衛消防隊員が避難・誘導訓

練及び消火器操作訓練に参加し、ＮＥＤＯの職員の防災意識向上を図りました。 
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   ＜本部＞ 
       〒212-8854 神奈川県川崎市幸区大宮町1310 番地 

       ミューザ川崎セントラルタワー16 階～21 階（総合受付16 階）  
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